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第 124 回 

定時株主総会 
招集ご通知 

 

   
 
開催日時 

 平成 30 年６月 27 日（水曜日）午前 10 時 

         （受付開始：午前９時） 
 
開催場所 

 大阪市大正区船町一丁目１番 66 号 

 当社本社 
 
 

 書面による議決権行使期限 

 平成 30 年６月 26 日（火曜日）午後５時まで 
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平成30年６月８日 
 

株 主 各 位 
 

大阪市大正区船町一丁目１番66号 
 

株式会社 中 山 製 鋼 所 
 

代表取締役社長 箱 守 一 昭 

 

第124回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。 

さて、当社第124回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通

知申しあげます。 

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数なが

ら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示

くださいまして、平成30年６月26日 (火曜日) 午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願い

申しあげます｡ 

敬 具 

記 

 

１. 日 時 平成30年６月27日（水曜日）午前10時（受付開始時刻：午前９時） 

２. 場 所 大阪市大正区船町一丁目１番66号 当社本社 

(末尾の会場ご案内図をご参照ください｡) 

３. 目 的 事 項  

 報 告 事 項 (1) 第124期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） 

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類

監査結果報告の件 

   (2) 第124期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） 

計算書類報告の件 

 決 議 事 項  
 
 第１号議案 剰余金の処分の件 

 第２号議案 取締役６名選任の件 

 第３号議案 監査役１名選任の件 

 第４号議案 補欠監査役１名選任の件 

以 上 

(証券コード 5408)
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（お知らせ） 

◎本招集ご通知に際して、提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」およ

び「連結注記表」ならびに計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」として表示す

べき事項につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（http://www.nakayama-steel.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には記載し

ておりません。 

 従って、本招集ご通知に含まれる連結計算書類および計算書類は、監査役会または会計監査人が監査

報告または会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部でありま

す。 

◎事業報告、連結計算書類および計算書類ならびに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じ

た場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト (http://www.nakayama-

steel.co.jp/）に掲載させていただきます。 
 

議決権行使方法のご案内 
 

当日ご出席される方  書面により議決権を行使される方 

   
同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出

ください。 

また、資源節約のため本招集ご通知をご持参

くださいますようお願い申しあげます。 

 同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いた

だき、総会前日の平成30年６月26日（火曜

日）午後５時までに到着するようご返送くだ

さい。 
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株主総会参考書類 
 

 

議案および参考事項 
 

 第１号議案 剰余金の処分の件 

当社は、利益配分につきましては、経営基盤・財務体質の強化ならびに今後の事業展開に備えるた

めに必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を実現していくことを基本方針としております。 

 当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。 

 

  期末配当に関する事項 

  (1) 配当財産の種類 

    金銭といたします。 

  (2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

当社普通株式１株につき金５円50銭   総額 345,438,164円 

  (3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

    平成30年６月28日 
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 第２号議案 取締役６名選任の件 

取締役全員 (６名) は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、社

外取締役２名を含む、取締役６名の選任をお願いするものであります。 

本議案の提出につきましては、当社取締役会の諮問機関である報酬・指名諮問委員会での審議を経

て、各取締役候補者を決定しております。 

取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏   名 (年齢) 現在の当社における地位および担当 
取締役会 
出席状況 

１ 

はこ もり かず あき  
箱 守 一 昭（満65歳) 

 
再任     

 

代表取締役社長 
16回/16回 

（100％） 

２ 

なか むら さ ち お 
 

中 村 佐知大（満61歳) 
 

再任     
 

専務取締役総務、企画、経理本部統括 
16回/16回 

（100％） 

３ 

ない とう のぶ ひこ 
 

内 藤 伸 彦（満59歳) 
 

再任     
 

取締役営業、購買本部、東京支店統括 
13回/13回 

(100％) 

４ 

もり かわ まさ ひろ  
森 川 昌 浩（満58歳) 

 
新任     

 

執行役員総合管理、製造、エンジニアリ

ング本部統括 
― 

５ 

なか つかさ まさ ひろ 
 

中 務 正 裕（満53歳) 
 

再任  社外  独立役員 
 

社外取締役 
16回/16回 

（100％） 

６ 

た なか とし ひろ 
 

田 中 敏 宏（満61歳) 
 

新任  社外   
 

 ― 

(注)１．各候補者の年齢は、本総会時のものです。 

２．内藤伸彦氏の取締役出席回数は、平成29年６月27日就任以降に開催された取締役会を対象として 

おります。 
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 

１ 

はこ もり かず あき 
 

箱 守 一 昭 
 

昭和28年２月８日生 
(満65歳) 

 
取締役会出席状況 
 16回/16回 100 ％ 

 
所有する当社株式の数 

6,400株 
 

再任 
 

昭和55年４月 当社入社 

平成11年９月 当社第二圧延部長 

平成17年６月 当社取締役生産技術部長兼事業戦略担当 

平成21年４月 当社取締役事業戦略、品質管理、商品開発、棒線担当 

平成23年２月 当社取締役営業本部長兼商品開発担当 

平成24年11月 当社取締役営業、アモルファス担当 

平成25年６月 当社専務取締役営業、購買、製造、安全防災環境部門、エ

ンジニアリング事業統括兼経営支援室長 

平成28年６月 当社専務取締役営業、購買、製造、エンジニアリング本部 

統括 

平成29年６月 当社代表取締役社長 現在に至る 

取締役候補者とした理由 

箱守一昭氏は、入社以来、主に圧延部門に従事し、同分野に精通しているだけでなく、当社取締

役就任以降、製造、営業、購買等の主要部門を管掌し、当社の事業全般に関する豊富な知識・経

験と会社経営に関する見識を有しており、今後も当社の経営に反映していただけると判断しまし

た。 

２ 

なか むら さ ち お 
 

中 村 佐知大 
 

昭和32年２月22日生 
(満61歳) 

 
取締役会出席状況 
 16回/16回 100 ％ 

 
所有する当社株式の数 

1,200株 
 

再任 
 

昭和54年４月  株式会社三和銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ銀行）入行 

平成13年４月 同行谷町支店長 

平成15年３月 株式会社ＵＦＪホールディングス（現株式会社三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グループ）広報部長兼株式会社ＵＦＪ銀

行（現株式会社三菱ＵＦＪ銀行）広報部長 

平成16年10月 株式会社ＵＦＪ銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ銀行）東京法

人営業第２部長 

平成18年１月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ銀

行）営業第一本部営業第四部長 

平成19年２月 同行公共法人部長 

平成21年６月 三菱ＵＦＪスタッフサービス株式会社（現三菱ＵＦＪ人事

サービス株式会社）代表取締役副社長 

平成23年７月 エム・ユー・ティ・ビジネスアウトソーシング株式会社代

表取締役社長 

平成25年６月 当社常務取締役管理部門統括 

平成28年６月 当社専務取締役総務、企画、経理本部統括 現在に至る 

取締役候補者とした理由 

中村佐知大氏は、主に金融機関において長年培われた幅広い経験および高い見識を有しており、

また、当社取締役就任以降、総務、企画、経理等の管理部門を管掌し、これまでの豊富な経験と

高い見識を当社の経営に反映していただけると判断しました。 
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 

３ 

ない とう のぶ ひこ 
 

内 藤 伸 彦 
 

昭和33年７月７日生 
(満59歳) 

 
取締役会出席状況 
 13回/13回 100％ 

 
所有する当社株式の数 

1,500株 
 

再任 
 

昭和57年４月 当社入社 

平成19年12月 当社営業本部棒線営業部長 

平成25年６月 当社執行役員購買本部長兼鉄源調達部長 

平成26年６月 当社執行役員購買本部長 

平成27年５月 当社執行役員営業本部長 

平成29年６月 当社取締役営業、購買本部、東京支店統括兼営業本部長 

平成30年５月 当社取締役営業、購買本部、東京支店統括 現在に至る 

 

取締役候補者とした理由 

内藤伸彦氏は、入社以来、主に営業（東京含む)、購買部門に従事し、同分野に精通しており、

当社取締役就任以降も、購買、営業部門を管掌し、その豊富な経験を今後も当社の経営に反映し

ていただけると判断しました。 

４ 

もり かわ まさ ひろ 
 

森 川 昌 浩 
 

昭和35年６月17日生 
(満58歳) 

 
所有する当社株式の数 

1,000株 
 

新任 
 

昭和58年４月 当社入社 

平成19年４月 当社製鋼工場長 

平成25年６月 当社総合管理本部生産技術部長 

平成27年５月 当社総合管理本部長兼生産技術部長 

平成28年６月 当社執行役員総合管理本部長 

平成30年５月 当社執行役員総合管理、製造、エンジニアリング本部統括 

現在に至る 

 

取締役候補者とした理由 

森川昌浩氏は、入社以来、主に製鋼、生産技術部門に従事し、同分野に精通しており、当社執行

役員就任以降、生産技術、エネルギー部門を管掌し、その豊富な経験を今後も当社の経営に反映

していただけると判断しました。 
 



〆≠●0 
02_0546701103006.doc 
 5/25/2018 1:46:00 PM印刷 5/10 

― 7 ― 

    
候補者
番 号 

氏     名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 

５ 

なか つかさ まさ ひろ 
 

中 務 正 裕 
 

昭和40年１月19日生 
(満53歳) 

 
取締役会出席状況 
16回/16回 100％ 

 
所有する当社株式の数 

0株 
 

再任  社外  独立役員 
 

平成６年４月 弁護士登録 大阪弁護士会所属 

  中央総合法律事務所（現弁護士法人中央総合法律事務所）

入所 現在に至る 

平成17年８月 米国Kirkland & Ellis LLP勤務（～平成18年７月） 

平成18年４月 米国ニューヨーク州弁護士登録 

平成18年６月 浅香工業株式会社社外監査役 

平成24年７月 弁護士法人中央総合法律事務所代表社員 現在に至る 

平成27年４月 大阪弁護士会副会長（～平成28年３月） 

平成27年６月 荒川化学工業株式会社社外監査役 

平成27年６月 日本電通株式会社社外監査役 

平成28年６月 当社社外取締役 現在に至る 

 （重要な兼職の状況） 

  弁護士法人中央総合法律事務所代表社員 

  浅香工業株式会社社外取締役監査等委員 

  荒川化学工業株式会社社外取締役監査等委員 

  日本電通株式会社社外取締役監査等委員 

  貝塚市公平委員 

社外取締役候補者とした理由 

中務正裕氏は、企業法務等を専門とした弁護士としての幅広い経験と見識を有しております。同

氏は、社外役員以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由から社外取締

役として職務を遂行できるだけでなく、社会規範、法令などを遵守した公正な経営、および当社

のガバナンスの一層の強化に繋がると判断しました。 
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候補者
番 号 

氏     名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 

６ 

た なか とし ひろ 
 

田 中 敏 宏 
 

昭和32年４月22日生 
(満61歳) 

 
所有する当社株式の数 

0株 
 

新任  社外 
 

昭和60年３月 大阪大学大学院工学研究科冶金工学専攻修了 

平成14年10月 同学大学院工学研究科教授 現在に至る 

平成15年４月 同学工学部材料開発工学科長 

平成23年８月 同学大学院工学研究科附属構造・機能先進材料デザイン教

育研究センター長 

平成26年４月  同学科学機器リノベーション・工作支援センター長 

平成27年８月 同学大学院工学研究科長、工学部長 現在に至る 

平成27年８月 同学総長参与 現在に至る 

（重要な兼職の状況） 

一般社団法人日本鉄鋼協会会長 

独立行政法人日本学術振興会産業協力研究委員会製鋼第19委員会委員

長 

公益社団法人関西工学教育協会理事、評議員 

大阪科学技術センター理事 

一般社団法人八大学工学系連合会理事 

社外取締役候補者とした理由 

田中敏宏氏は、マテリアル生産科学に関する高い知見と豊富な経験を有しておられるだけでな

く、一般社団法人日本鉄鋼協会において重責を担っておられ、これまで直接会社経営に関与され

た経験はありませんが、鉄鋼業等を営む当社の生産技術の向上と経営に必ずや活かしていただけ

ると判断しました。 
    
(注)１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

２. 各候補者は当社が制定している取締役の選定基準（後記）の条件を満たしております。 

３．中務正裕、田中敏宏の両氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は、中務正裕氏を東京証券取引

所に対し独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員とする予定で

あります。 

  また、田中敏宏氏の選任が承認された場合には、同氏を独立役員とする予定であります。 

４．中務正裕、田中敏宏の両氏は、当社が制定している社外役員の独立性基準（後記）の条件を満たしてお

ります。 

５．中務正裕氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年であります。 

６．当社は、中務正裕氏との間で会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める額としておりま

す。同氏の再任が承認された場合、当社は、同氏との間で上記と同内容の責任限定契約を継続する予定

であります。 

  また、田中敏宏氏の選任が承認された場合には、同内容の契約を締結する予定であります。 

７．内藤伸彦氏の取締役出席回数は、平成29年６月27日就任以降に開催された取締役会を対象としておりま

す。 
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第３号議案 監査役１名選任の件 

監査役 川野辺弘文氏は本定時株主総会終結の時をもって辞任により退任されますので、補欠として

監査役１名の選任をお願いするものであります。 

本議案の提出につきましては、あらかじめ当社取締役会の諮問機関である報酬・指名諮問委員会で

の審議を経たうえで、監査役会の同意も得ております。 

監査役候補者は、次のとおりであります。 
    

氏     名 
(生年月日) 

略歴、地位および重要な兼職の状況 

 ばん どう  みのる  
 

坂 東  稔 
 

昭和27年１月23日生 
(満66歳) 

 
所有する当社株式の数 

0株 
 

新任  社外 
 

昭和49年７月 新日本製鐵株式會社（現新日鐵住金株式会社）入社 

平成９年６月 同社釜石製鐵所総務部長 

平成12年７月 同社監査役事務局部長 

平成16年４月  日鉄鋼板株式会社（現日鉄住金鋼板株式会社）総務部長 

平成17年６月 同社取締役総務部長 

平成20年４月 同社常務取締役 

平成25年６月 新日鉄住金化学株式会社常任監査役(平成30年６月28日退任

予定）現在に至る 

 

社外監査役候補者とした理由 

坂東 稔氏は、新日鐵住金株式会社等で培われた豊富な経験と見識のほか、他社において監査役の経験

も有しており、その経験と見識を当社の監査体制に反映していただけると判断しました。 
(注)１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

２．坂東 稔氏は、社外監査役候補者であります。同氏は、当社が制定している社外監査役の選定基準（後
記）の条件を満たしております。 

３．候補者の任期は、当社定款第33条の規定に基づき、退任される監査役の任期の満了する時まで（３年）
となります。 

４．同氏の選任が承認された場合、当社は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定により、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は法令が定める額とする予定です。 
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件 

法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いするもの

であります。 

本議案の提出につきましては、あらかじめ当社取締役会の諮問機関である報酬・指名諮問委員会で

の審議を経たうえで、監査役会の同意も得ております。 

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。 
 

氏     名 
(生年月日) 

略歴および重要な兼職の状況 

つ だ かず よし 
 

津 田 和 義 
 

昭和41年１月13日生 
(満52歳) 

 
所有する当社株式の数 

0株 
 

平成７年８月 公認会計士登録 

平成20年８月 税理士登録 

 

平成２年10月 太田昭和監査法人（現新日本有限責任監査法人）入社 

平成10年10月 株式会社稲田商会取締役       

平成12年10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマツ）入社 

平成15年８月 株式会社エム・エム・ティー取締役 

平成20年３月 津田和義公認会計士・税理士事務所代表 現在に至る 

平成20年８月 ヒロセ通商株式会社社外監査役 

 （重要な兼職の状況） 

  津田和義公認会計士・税理士事務所代表 

  ヒロセ通商株式会社社外取締役監査等委員 

  アーキテクツ・スタジオ・ジャパン株式会社社外監査役 

  シルバーエッグ・テクノロジー株式会社社外監査役 

補欠の社外監査役候補者とした理由 

津田和義氏は、多くの企業経営に携わるだけでなく、経営コンサルタント等を専門とした公認会計士・税

理士としての豊富な経験を当社の監査に反映していただけると判断しました。 
 

(注)１．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

  ２．津田和義氏は、補欠の社外監査役候補者であります。同氏は、当社が制定している社外監査役の選定基

準（後記）の条件を満たしております。 

  ３．同氏が監査役に就任された場合、当社は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定により、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、当該契約に基づく損害賠償責任の限度

額は法令が定める額とする予定であります。 

 

以 上 
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【ご参考】 

（取締役選定基準） 

 以下に定める条件をすべて満たす者 

１．優れた人格・見識を有し、経営感覚に優れ、経営の諸問題に精通していること 

２．全社的な見地、客観的に分析･判断する能力に優れていること 

３．全社的な見地で積極的に自らの意見を申し述べることができること 

４．会社法第331条第１項各号に定める取締役の欠格事由に該当しないこと 

５．他の上場会社の役員の兼任は、自社を除いて３社までであること 

 

（社外取締役選定基準） 

 以下に定める条件をすべて満たす者 

１．誠実な人格、高い識見と能力を有し、当社取締役会に多様な視点を取り入れる観点から、広範

な知識と経験および出身分野における実績を有する者 

２．会社法第331条第１項各号に定める取締役の欠格事由に該当しない者 

３．他の上場会社の役員の兼任について、独立性、中立性が確保され、職務に支障がないと判断さ

れること 

４．会社法第２条第15号に定める社外取締役の要件を満たす者 

 

（監査役選定基準） 

 以下に定める条件をすべて満たす者 

１．優れた人格・見識を有し、経営感覚に優れ、経営の諸問題に精通していること 

２．全社的な見地、客観的に分析･判断する能力に優れていること 

３．全社的な見地で積極的に自らの意見を申し述べることができること 

４．会社法第335条第１項各号に定める監査役の欠格事由に該当しないこと 

 

（社外監査役選定基準） 

 以下に定める条件をすべて満たす者 

１．誠実な人格、高い識見と能力を有し、特に法律、会計、企業経営等の分野における高度な専門

知識と豊富な経験を有する者 

２．会社法第335条で準用する同法第331条第１項各号に定める監査役の欠格事由に該当しない者 

３．会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たす者 
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（社外役員の独立性基準） 

① 当社における社外取締役または社外監査役（以下、併せて「社外役員」と総称する。）のうち、

以下各号のいずれの基準にも該当しない社外役員は、当社からの独立性を有するものと判断され

るものとする。 

１．当社の大株主（直近の事業年度末における議決権保有比率が総議決権の10％以上を保有する

者）またはその業務執行者である者 

２．当社を主要な取引先とする者またはその業務執行者である者 

３．当社の主要な取引先またはその業務執行者である者 

４．当社または連結子会社の会計監査人またはその社員等として当社または連結子会社の監査業務

を担当している者 

５．当社から役員報酬以外に、年間1,000万円を超える金銭その他の財産を得ている弁護士、司法書

士、弁理士、公認会計士、税理士、コンサルタント等（ただし、当該財産を得ている者が法人、

組合等の団体である場合は、当社から得ている財産が年間収入の２％を超える団体に所属する

者） 

６．当社の主要借入先（直近の事業年度にかかる事業報告において主要な借入先として氏名または

名称が記載されている借入先）またはその業務執行者である者 

７．当社から年間1,000万円を超える寄付を受けている者（ただし、当該寄付を得ている者が法人、

組合等の団体である場合は、当社から得ている財産が年間収入の２％を超える団体の業務執行

者である者） 

８．過去３年間において、上記１から７のいずれかに該当していた者 

９．上記１から８のいずれかに掲げる者（ただし、重要な者に限る。）の配偶者または二親等以内

の親族 

10．当社または子会社の取締役、執行役員、理事、支配人、使用人、会計参与（法人である場合は、

その職務を行うべき社員を含む。）の配偶者または二親等以内の親族 

11．過去３年間において、当社または子会社の取締役、執行役員、理事、支配人、使用人、会計参

与（法人である場合は、その職務を行うべき社員を含む。）のいずれかに該当していた者の配

偶者または二親等以内の親族 

12．前各号のほか、当社と利益相反関係が生じうるなど、独立性を有する社外役員としての職務を

果たすことができない特段の事由を有している者 

② 本条に基づき独立性を有するものと判断されている社外役員のうち、少なくとも１名以上を証券

取引所が定める独立役員に指定する。また、指定の有無にかかわらず独立性を有しないこととな

った社外役員は、直ちに当社に告知するものとする。 

③ 本条において「主要な取引先」とは、当社の直近３会計年度において、年間取引総額がその連結

売上高の２％を超える場合をいう。 
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(添付書類) 
第 124期事業報告 

 

(平成29年４月１日から 
平成30年３月31日まで ) 

 
 
 

１．企業集団の現況に関する事項 
 (1) 事業の経過およびその成果 

当連結会計年度のわが国経済は、企業収益の改善が続く中、雇用環境は堅調に推移し、個人消費

も持ち直しの動きを見せるなど、緩やかな回復基調で推移しました。当社グループを取り巻く事業

環境は、建設業界の回復や自動車・機械などの製造業の好調持続を受け、鋼材需要が増加するとと

もに鋼材販売価格も上昇する一方で、スクラップなどの主原料価格に加え、副原料や資材価格も値

上げの動きが顕著に現れてきております。 

このような状況のもと、当社グループは、長期的な国内市場縮小に耐え得る事業基盤の構築と今

後の持続的な成長を目指し、中期経営計画（平成28年度～平成30年度）に沿って、各部署において

細分化された施策効果を達成するべく、全社一丸となって着実に取り組んでまいりました。 

 

［鉄鋼事業］ 

鉄鋼事業につきましては、前期に比べて鋼材販売数量が増加し、鋼材販売価格も上昇したことに

より、売上高は大幅な増収となりました。収益面では、主原料であるスクラップや購入鋼片価格の

上昇や、電力・ガスなどの燃料コストの上昇などのコストアップ要因がありましたが、鋼材販売数

量の増加、鋼材販売価格の上昇に加え、操業改善による工場コストの改善効果などにより、経常利

益は増益を確保しました。これらの結果、売上高は前連結会計年度に比べ、245億55百万円増収の

1,462億76百万円、経常利益は２億48百万円増益の60億36百万円となりました。 

 

［エンジニアリング事業・不動産事業］ 

エンジニアリング事業につきましては、鋳機部門の受注が前期に比べて増加したことなどにより、

売上高は前連結会計年度に比べ、１億80百万円増収の18億30百万円、経常利益は39百万円増益の73

百万円となりました。 

不動産事業につきましては、賃貸収入を中心に安定した収益を確保したものの、売上高は前連結

会計年度に比べ、９百万円減収の６億12百万円、経常利益は23百万円減益の４億39百万円となりま

した。 

 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ、247億26百万円増収の1,487億

19百万円、営業利益は２億88百万円増益の63億84百万円、経常利益は３億５百万円増益の63億29百

万円となりました。また、特別利益に投資有価証券売却益７億87百万円、特別損失に解体撤去引当

金繰入額７億50百万円を計上したことなどにより、親会社株主に帰属する当期純利益は３億65百万

円減益の54億43百万円となりました。 
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当事業年度の単独決算につきましては、売上高は、前事業年度に比べ226億33百万円増収の1,089

億12百万円となり、営業利益は62百万円減益の34億６百万円、経常利益は63百万円増益の34億64百

万円、当期純利益は２億78百万円減益の36億４百万円となりました。 

 

当社は、利益配分につきましては、経営基盤・財務体質の強化ならびに今後の事業展開に備える

ために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を実現していくことを基本方針としております。 

当社は、原料価格が高騰する中、中期経営計画に掲げた諸施策や各工場におけるコストダウン施

策に取り組み、前期に引き続き当期も所期の目標を達成することができました。 

以上の状況から、当期の配当につきましては、１株につき５円50銭の期末配当とさせていただく

予定であります。これにより、すでに実施している中間配当金１株につき２円50銭を合わせた１株

当たり年間配当金は８円となる予定であります。 

 

 (2) 対処すべき課題 

今後のわが国経済の見通しにつきましては、都心部の再開発や宿泊施設の建設など都市開発関連

工事の本格化や、引き続き好調な自動車・機械などの生産を背景に鉄鋼需要は底堅い動きが期待さ

れます。一方で、主原料価格や電極・耐火物などの諸資材価格やエネルギー価格の上昇、人手不足

に伴う物流コストの増加により更なるコストアップが見込まれます。また、米国・中国の通商政策

の動きなど、先行きの不透明感が懸念されます。 

このような情勢のもと、当社グループは中期経営計画の最終年度である平成30年度において、当

該計画の基本方針に基づき、諸施策を着実に実行し、収益を向上してまいります。また、原材料や

諸資材価格のアップに対し、操業改善や製造コストの削減に努めるとともに、お客様のご理解を得

ながら、鋼材販売価格の改善を進めてまいります。（中期経営計画の基本方針は次ページに記載し

ております｡） 

 

株主の皆様におかれましては、以上の諸事情をご賢察のうえ、今後とも何卒ご支援とご鞭撻を賜

りますようお願い申しあげます。 
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＜中期経営計画の基本方針＞(平成28年度～平成30年度) 

(1) 成長ステージへの移行と長期的な国内市場縮小に耐え得る事業基盤の構築 

 ①“中山らしさ”を活かした事業展開・営業推進による収益力の一層の強化 

・当社生産設備の特長や製品特性を活かしたオリジナリティ製品を軸として、多品種・小ロッ

ト・短納期等のきめ細かな顧客サービス機能強化による顧客満足度向上と差別化を図ること

で、販売競争力を強化します。 

・更なる品質改善とともに、工場生産性向上や省エネ・省人投資により、コスト競争力を強化

します。 

 ②グループ会社との協働戦略の推進による連結収益最大化 

・全国的な高シェア・知名度を有する当社グループ企業の製品群を武器に、グループ各社 

(※）の加工機能・川下流通機能を徹底活用し、連結収益の最大化を目指します。 

※鋼材グループ企業：中山三星建材㈱、三泉シヤー㈱、中山通商㈱、三星商事㈱、三星海運㈱ 

 ③新日鐵住金株式会社との連携強化 

・圧延受委託をはじめとする双方のメリットを追求したパートナー関係の維持・深化を図りま

す。 

 

(2) 持続的な成長を支える人材・財務基盤の強化と株主還元の実施 

 ①人材育成・現場力の強化 

・将来の中枢を担う優秀人材の育成に努めます。(平成27年度より新卒採用を再開) 

・当社・協力会社の双方が、熟練工から若手への技術・技能伝承の取組みを強化することで、

生産技術力・現場力の維持・向上を図ります。 

 ②財務体質の強化 

・環境変化に耐え得る強固な財務基盤を維持するとともに、利益成長を実現することで、資本

効率（ROE）を実現した経営を実践していきます。 

 ③株主還元の実施 

・安定した収益とキャッシュフローの創出により、復配の早期実現を目指します。 

 

(3) 平成30年度の連結財務目標  （参考）平成29年度の連結財務実績 

  経常利益   ：60億円     経常利益   ：63.3億円 

  自己資本比率 ：62％      自己資本比率 ：62.0％ 

  ROE      ： 7％      ROE      ： 7.3％ 
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 (3) 設備投資等の状況 

当連結会計年度中に当社および連結子会社が実施した設備投資の総額は27億19百万円であり、主

に品質対策や維持更新投資であります。 

 

 (4) 資金調達の状況 

当連結会計年度におきまして、重要な借入れ等の資金調達はございません。 

なお、貸出コミットメントライン契約（総額50億円）の当連結会計年度末における借入はござい

ません。 

 

 (5) 財産および損益の状況の推移 
 

区   分 
第121期 

 
（平成26年度） 

第122期 
 

（平成27年度） 

第123期 
 

（平成28年度） 

第124期 
〔当連結会計年度〕 
（平成29年度） 

売 上 高(百万円) 149,025 132,224 123,992 148,719 

経 常 利 益(百万円) 3,827 4,985 6,024 6,329 

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 9,121 4,137 5,808 5,443 

１株当たり当期純利益(円) 168.48 76.42 107.28 100.53 

総 資 産(百万円) 126,899 113,529 115,900 124,622 

純 資 産(百万円) 62,451 66,138 72,492 77,309 

 
(注)１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控除した株式数により

算出しております。 
また、第122期以前の１株当たり当期純利益は、平成28年６月28日開催の第122回定時株主総会の決
議に基づき、平成28年10月１日付で株式併合（10株を１株に株式併合）を行ったことから、それぞ
れの連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたものと仮定して１株当たり当期純利益を算定し
ております。 

２．第121期につきましては、売上高は、鋼材販売量、鋼材販売価格ともに前期に比べて改善いたしまし
た。経常利益は、主原料である購入鋼片の価格および電力やガスなどのエネルギーコストが上昇し
ましたが、一層のコスト削減を推し進めた結果、前期に比べて増加しました。親会社株主に帰属す
る当期純利益の減少につきましては、前期の特別利益に債務免除益602億円と、負ののれん発生益70
億円の計上があったためです。 

３．第122期につきましては、売上高は、鋼材販売数量の減少および販売価格の下落により減少しました
が、経常利益は、主原料であるスクラップや購入鋼片の価格が下落したことや、電力やガス料金な
どのエネルギーコストが低減したことなどにより、増益となりました。親会社株主に帰属する当期
純利益の減少につきましては、前期の特別利益に固定資産売却益45億円の計上があったためです。 
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４．第123期につきましては、売上高は、鋼材販売価格の下落により減少しましたが、経常利益は、主原
料である購入鋼片の価格が下落したこと、電力・ガス料金などのエネルギーコストが燃料調整価格
の下落により低減したことや、歩留まり向上などの操業改善による工場コストの削減などにより、
増益となりました。親会社株主に帰属する当期純利益の増益につきましては、主に繰延税金資産の
回収可能性を見直したことに伴い法人税等調整額△19億29百万円を計上したことによるものです。 

 
 

 

 

 

 (6) 重要な親会社および子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

    該当事項はありません。 
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  ② 重要な子会社の状況 
 

会   社   名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容 

中 山 三 星 建 材 株 式 会 社 300 
百万円 

100.00
％ 

鉄鋼二、三次製品の製造・販売 

中 山 通 商 株 式 会 社 96 100.00 鉄鋼、非鉄金属、機械、原燃料の売買 

三 星 商 事 株 式 会 社 46 100.00 鉄鋼製品、建築資材の販売 

三 星 海 運 株 式 会 社 56 100.00 陸運・海運業、倉庫業、損害保険代理業 

中 山 興 産 株 式 会 社 100 100.00 不動産の売買・仲介・管理等 

三 泉 シ ヤ ー 株 式 会 社 60 100.00 鉄鋼二、三次製品の製造・販売 

 

  ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況 

    該当事項はありません。 

 

 (7) 主要な事業内容 
 

区   分 主    要    品    目 

鉄 鋼 事 業 

鋼 鋼  板 熱延鋼帯、厚板、中板、縞板、鍍金鋼帯 

材 条  鋼 
線材、バーインコイル、棒鋼、軽量Ｃ形鋼、パイプ、 
線材二次製品 

鋼片、副産物等 

エ ン ジ ニ ア リ ン グ 事 業 海洋（鋼製魚礁・増殖礁)、ロール、バルブ、機械加工等 

不 動 産 事 業 不動産の賃貸・売買 
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 (8) 主要な営業所および工場 

  ① 当社 
 

本 社 ・ 船 町 工 場 大阪市大正区船町一丁目１番66号 

東 京 支 店 東京都中央区日本橋二丁目16番11号 日本橋セントラルスクエア５階 

名 古 屋 営 業 所 名古屋市中村区名駅三丁目22番８号 大東海ビル８階 

 

  ② 重要な子会社 
 

会   社   名 本社所在地 主 要 な 営 業 所 お よ び 工 場 

中 山 三 星 建 材 株 式 会 社 堺 市 堺 区 
苫小牧工場、清水工場、名古屋工場、堺工場、 
田布施工場（山口県)、丸亀工場、大分工場、都城工場、 
辰口工場（石川県） 

中 山 通 商 株 式 会 社 大 阪 市 西 区 大阪支店、東京支店、名古屋支店、福岡支店、仙台支店 

三 星 商 事 株 式 会 社 大 阪 市 西 区 
札幌営業所、関東営業所、浜松営業所、三重営業所、 
兵庫営業所、岡山営業所、大分営業所 

三 星 海 運 株 式 会 社 大 阪 市 西 区 
東京支店、清水営業所、武豊営業所（愛知県)、岡山営業所､ 
福岡営業所、宮崎営業所 

中 山 興 産 株 式 会 社 大阪市大正区  

三 泉 シ ヤ ー 株 式 会 社 大阪市浪速区  

 

 (9) 従業員の状況 
 

事   業 鉄鋼事業 
エンジニア 
リング事業 

不動産事業 
全  社 

（共  通） 
合  計 

前期末比 
増 減 数 

従業員数（名) 1,043 26 24 44 1,137 ＋27 

 
(注)１．従業員数は、就業人員数（当社および子会社から当社および子会社以外への出向者を除き、当社お

よび子会社以外から当社および子会社への出向者を含む）であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所

属しているものであります。 
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 (10) 主要な借入先の状況 
 

借    入    先 借    入    額 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,356 百万円 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,196 

株 式 会 社 福 岡 銀 行 1,178 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,049

株 式 会 社 あ お ぞ ら 銀 行 832

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 793
 
(注)株式会社三菱東京UFJ銀行は、平成30年４月１日をもって株式会社三菱UFJ銀行に商号変更しております。 

  

(11) その他企業集団に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

２．会社の株式に関する事項 

 (1) 発行可能株式総数 150,000,000株 

 (2) 発行済株式の総数 63,079,256株（うち自己株式 272,317株） 

 (3) 株 主 数 9,528名 

 (4) 大 株 主  
 

株    主    名 持  株  数 持 株 比 率 

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 10,708 千株 17.05 ％ 

阪 和 興 業 株 式 会 社 8,058 12.83 

日 鉄 住 金 物 産 株 式 会 社 5,408 8.61 

エ ア ・ ウ ォ ー タ ー 株 式 会 社 4,729 7.53 

中 山 三 星 建 材 株 式 会 社 2,519 4.01 

中 山 通 商 株 式 会 社 2,266 3.60 

三 星 海 運 株 式 会 社 1,947 3.10 

三 星 商 事 株 式 会 社 1,933 3.07 

大 阪 瓦 斯 株 式 会 社 1,923 3.06 

那 須  功 1,791 2.85 
 

（注）持株比率は自己株式（272,317株）を控除して算出しております。 
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(5) その他株式に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

３．会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項 

 (1) 取締役および監査役の氏名等 
 

地   位 氏   名 担当および重要な兼職の状況 

代表取締役社長 箱 守 一 昭  

専 務 取 締 役 中 村 佐知大 総務、企画、経理本部統括 

取 締 役 内 藤 伸 彦 営業、購買本部、東京支店統括兼営業本部長 

取 締 役 角 野 康 治 製造、エンジニアリング本部統括兼製造本部長 

取 締 役 
 
 
 

中 務 正 裕 
 
 
 

弁護士（弁護士法人中央総合法律事務所） 
浅香工業株式会社社外取締役監査等委員 
荒川化学工業株式会社社外取締役監査等委員 
日本電通株式会社社外取締役監査等委員 

取 締 役 髙 橋  徹  

監査役（常勤) 守 屋 隆 男  

監 査 役 福 西 惟 次  

監 査 役 川野辺 弘 文  

 
(注)１．取締役中務正裕、髙橋 徹の両氏は、社外取締役であります。なお、当社は両氏を東京証券取引所

に対し、独立役員として届け出ております。 

２．監査役福西惟次、川野辺弘文の両氏は、社外監査役であります。なお、当社は福西惟次氏を東京証

券取引所に対し、独立役員として届け出ております。 

３．監査役の財務および会計に関する相当程度の知見については以下のとおりです。 

(1) 監査役福西惟次氏は、他社での経理担当役員や財務実務を歴任するなど、財務および会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。 
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(2) 監査役川野辺弘文氏は、他社において財務・経理部門で長年にわたり実務を経験され、さらに

経理担当役員を経験されるなど、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであり

ます。 

４．当事業年度中の取締役および監査役の異動 

(1) 就任 

平成29年６月27日開催の第123回定時株主総会において、新たに内藤伸彦、角野康治、髙橋 徹

の３氏が取締役に選任され、それぞれ就任いたしました。 

(2) 退任 

取締役森田俊一氏は、平成29年６月27日開催の第123回定時株主総会終結の時をもって、任期満

了により退任いたしました。 

 

 (2) 責任限定契約の内容の概要 

当社と各社外取締役および各社外監査役は、当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しており、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない

ときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を当該損害賠償責任の限度としております。 

 

 (3) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額 
 

区   分 支 給 人 員 支 給 額 摘   要 

取 締 役 ７ 
名 

82 
百万円 

うち社外２名６百万円 

監 査 役 ３ 22 うち社外２名７百万円 

計 10 104  

 
(注)１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．支給人員には、当事業年度中に退任した取締役１名が含まれております。 

３．取締役の報酬限度額は、平成元年６月29日開催の第95回定時株主総会決議において月額2,500万円以

内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。 

４．監査役の報酬限度額は、平成５年６月29日開催の第99回定時株主総会決議において月額350万円以内

と決議いただいております。 

 

 (4) 各取締役の報酬等の額またはその算定方法に係る決定に関する方針 

取締役の報酬は、公正性と透明性を確保するため、取締役会が代表取締役社長を委員長とし独立

社外取締役が過半数を占める報酬・指名諮問委員会に諮問し、報酬・指名諮問委員会は各人の役位、

職責、在任期間、常勤および非常勤等を勘案するとともに、当社グループの業績や個人の実績を考

慮したうえ、相当と判断される金額を答申し、それに基づき取締役会が決定しております。 
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 (5) 社外役員に関する事項 

  ① 重要な兼職先と当社との関係および主要取引先等特定関係事業者との関係 
 

区  分 氏  名 重要な兼職先と当社との関係 主要取引先等特定関係事業者との関係 

社外取締役 

中  務  正  裕 該当事項なし 該当事項なし 

髙  橋     徹 該当事項なし 該当事項なし 

社外監査役 

福  西  惟  次 該当事項なし 該当事項なし 

川 野 辺  弘  文 該当事項なし 該当事項なし 

 
（注）当社と社外役員のその他の兼職先との間には、開示すべき特別な関係はございません。 

 

  ② 主な活動状況 
 

区  分 氏  名 主な活動状況 

社外取締役 

中  務  正  裕 
当事業年度開催の取締役会16回のうち16回に出席し、意思決定の妥当
性・適正性の確保のため、必要な発言を適宜行っております。 

髙  橋     徹 
平成29年６月就任以降、当事業年度開催の取締役会13回のうち13回に
出席し、経営者としての豊富な経験と幅広い見識から、必要な発言を
適宜行っております。 

社外監査役 

福  西  惟  次 

当事業年度開催の取締役会16回のうち16回に出席し、監査役会22回の
うち22回に出席しております。 
出席した取締役会および監査役会においては、国内外の会社経営歴任
やコンサルタントの見地から、発言を行っております。 

川 野 辺  弘  文 

当事業年度開催の取締役会16回のうち16回に出席し、監査役会22回の
うち22回に出席しております。 
出席した取締役会および監査役会においては、主に経験豊かな経営者
としての見地から、発言を行っております。 

 
 

  ③ 当社の不祥事等に関する対応の概要 

    該当事項はありません。 

 

  ④ 当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額 

    該当事項はありません。 
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５．会計監査人の状況 

 (1) 会計監査人の名称 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 (2) 会計監査人に対する報酬等の額 

  ① 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

   公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬等の額 51百万円

   公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 0百万円

                                     合計 52百万円

  ② 当社および当社の子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額は52百万円であります。 

(注)１．監査役会は、会計監査人が提出した監査計画や監査報酬の見積書、およびその算定根拠などの資料

につき説明を受け、前年度の会計監査の職務の遂行状況などを踏まえ、必要な検証を行ったうえで、

計画内容、見積額が適切であると判断し、会計監査人の報酬等の額について同意しております。 

２．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額にはその合計額を記載しております。 

 

 (3) 非監査業務の内容 

当社が「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」第17条第１項に

基づく賦課金に係る特例の認定の申請をするために、有限責任 あずさ監査法人が再生エネルギー

法施行規則第21条第２項第３号に定める公認会計士等の確認を実施しております。 

 

 (4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれかに該当する場合、監査役会は、

監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。 

また上記に準じる場合、その他必要があると判断した場合には、監査役会は、株主総会に提出す

る会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。 

 

 (5) 会計監査人と締結している責任限定契約 

該当事項はありません。 
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６．会社の体制および方針 

  当社は、平成29年11月29日開催の当社取締役会において、本体制および方針の一部を改定いたし

ました。(下線部を追加) 

(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を

確保するための体制（内部統制システムに関する基本方針） 

① 当社および子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制 

・ コンプライアンス体制に係る規程を遵守し、当社の役員および社員が法令および社会通念等

を遵守した行動をとるための「中山製鋼所役職員行動規範」を、グループ各社は、｢中山製

鋼所役職員行動規範」に基づいて作成された各社ごとの役職員行動規範を周知徹底させる。 

・ 倫理ホットライン（内部通報制度）を活用して、コンプライアンスの徹底を図る。 

・ 法令等遵守の徹底を図るため、コンプライアンス推進部署の活用と教育を行う。 

・ 内部監査部門は、コンプライアンス推進部署と連携のうえコンプライアンスの状況を監査す

る。 

・ 反社会的勢力とは一切の関係を持たず、不当な要求に対してはこれを断固として拒否する。

反社会的勢力による不当要求に対しては、外部専門機関と緊密な連携をして組織的に対応す

る。 

・ 財務報告に係る内部統制については、「財務報告に係る内部統制」に関する基本方針を制定

し、会社法、金融商品取引法、証券取引所規則等への適合性を確保のうえ、十分な体制を整

備して運用する。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

  取締役の職務の執行に係る文書その他の情報につき、当社の社内規程に従い適切に保存およ

び管理を行う。 

③ 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・ 当社グループを取り巻く様々なリスクに対して、その発生の未然防止および適切な対応を行

うことを目的として、｢リスクマネジメント基本規程」を制定し、当社グループのコンプラ

イアンスおよびリスクマネジメント推進に係わる課題・対応策を協議・承認する組織として、

取締役会の下にコンプライアンス・リスクマネジメント委員会を設置する。 

・ 危機および緊急時の事態が発生した場合、またはそのおそれがある場合には、危機管理本部

を設置し、当該リスクの適正な把握に努めるとともに、迅速な対応と損害の拡大を防止する

体制を整える。 

・ 新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は、速やかに対応責任者となる取締役を定める。 
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④ 当社および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・ 取締役会は、原則として毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営上の重

要事項について決定を行い、かつ取締役の職務の執行を監督する。その決定および報告は、

取締役会付議基準に基づいて行う。 

  また、毎年、各取締役等の自己評価なども参考にしつつ、取締役会の実効性を評価し、運営

等について適切に見直しを行い、その結果の概要を開示する。 

・ 社外取締役は、その多様性確保に留意し、様々な分野に関する豊富な経験と高い見識や専門

知識を有する者から選任するとともに、当社の定める社外役員の「独立性基準」に基づき、

実質的な独立性を確保し得ないものは社外取締役として選任しない。また、監査役ならびに

社内各部門との連携強化を図る。 

・ 高い経営の透明性と強い経営監視機能を発揮するコーポレート・ガバナンス体制を構築する

ため、取締役会の下に、報酬・指名諮問委員会を設置する。 

 ・ 執行役員制度を採用し、意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、取締役会の監督機能  

の実効性と執行役員による業務執行の効率性を高める。 

・ 当社の組織・業務運営については、本部長制を採用し、担当組織の業務執行に専念できる体

制を構築する。 

・ 業務運営の状況を把握し、その改善を図るために、内部監査を実施する。 

⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・ 当社および子会社は、｢中山製鋼所役職員行動規範」に基づき、グループ一体となった経営

を行う。 

・ 子会社の経営上の重要な情報や判断に関する事項は、当社の社内規程に従い、直ちに当社取

締役および担当部門に報告されるものとする。 

・ グループ全体に影響を及ぼす重要な事項については、定期的に開催しているグループ会社連

絡会で情報の共有化を図る。 

・ 内部監査部門は、グループ全体の内部統制を監査し、業務の適正を確保する。 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項 

  監査役から求められた場合には、監査役と協議のうえ内部監査部門などの社員を監査役を補

助すべき使用人として任命し、監査役の指示による調査の権限を認める。 

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

  任命された使用人に関する人事異動、組織変更等は、監査役会の意見を聞くものとする。 
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⑧ 当社および子会社の取締役および使用人等が監査役に報告をするための体制、報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

・ 当社の取締役および使用人は、経営の状況、事業の遂行状況、財務の状況、重要な会議など

で決議された事項、当社に著しい損害を及ぼす事実、内部監査の実施状況およびリスク管理

に関する重要な事項、重大な法令・定款違反、内部通報制度の状況について遅滞なく監査役

に報告する。 

・ 子会社の取締役、監査役および使用人等またはこれらの者から報告を受けた者は、上記の事

項等について遅滞なく監査役に報告する。 

・ 当社および子会社の取締役および使用人等は、監査役に報告を行ったことを理由として、不

利益な取扱いは受けないものとする。 

⑨ 監査役の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

  監査の職務の執行に必要と認められる費用などについては、当該監査役の求めに応じて、こ

れを処理するものとする。 

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・ 監査役会は代表取締役社長と意見交換会を開催するとともに、必要に応じて取締役等と面談

をする。 

・ 取締役および使用人は、監査役が必要と認める会議への出席や取締役等との意見交換、実施

調査、子会社の調査、重要書類などの便宜を図り、監査役の活動が円滑に行われるよう、監

査環境の整備に協力する。 

・ 監査役は、会計監査人および内部監査担当部門との間で、監査結果や、その他随時必要な報

告を受けるなど、緊密な連携をとることで、効率的な監査の実施を行う。 

 

(2) 運用状況の概要 

当社は、上記に掲げた体制および方針に基づき、体制の整備とその適切な運用に努めております。

その運用状況の概要は、以下のとおりです。 

① コンプライアンス体制 

当社は、コンプライアンス推進部署のもとで、主に役職員行動規範、情報管理規程、内部通報

規程、倫理ホットライン等のコンプライアンス全般についての教育を行い、法令違反の未然防

止に努めております。 

② リスク管理体制 

リスクマネジメント基本規程に基づき、コンプライアンス・リスクマネジメント委員会を開催

しています。定例の委員会では、年度ごとの全社的重点課題に対し、グループ全体での取り組

み状況を調査・報告し、課題・対応策の協議・承認をしています。 
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また、グループについては、業務連携規程に基づき、当社グループ担当部署へ随時重要事項の

報告、情報共有を行っており、さらに当社取締役とグループ会社との連絡会を四半期に１回以

上開催しています。 

③ 取締役の職務執行 

当社取締役会は、社外取締役２名を含む取締役６名で構成し、当事業年度は、取締役会を16回

開催しています。また、当社では執行役員・本部長制度を採用しており、執行役員・本部長が

業務執行をすることで、取締役は担当部門全体の把握が容易になり、監督機能が強化されてい

ます。また、取締役会の下部組織として、社外取締役を主要メンバーとして構成する任意の報

酬・指名諮問委員会を設置し、取締役の評価・報酬や役員指名等を審議・答申しています。そ

の他、業務執行に関する定例報告および重要事項等を審議・報告する経営会議を開催していま

す。 

④ 監査役の職務執行 

当社監査役会は、常勤監査役１名および社外監査役２名で構成し、当事業年度は、監査役会を

22回開催しています。常勤監査役は、取締役会を含む重要な会議に出席し、業務執行が適切に

行われているかその適法性および妥当性を監査しています。また、内部監査部門と連携し、必

要に応じて取締役との面談、社内の各部署・グループ会社への往査を行い、監査の有効性の確

保に努めています。 

 

７．会社の支配に関する基本方針 

(1) 基本方針の内容の概要 

当社は、大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合に、これを受け入れるか否かについ

ては、株主の皆様によって最終的に決定・判断されるべき事項であると認識しております。 

当社は、当社の企業価値および株主共同の利益を確保・向上するためには、大規模買付者が意図

する経営方針や事業計画の内容、株主の皆様や当社グループの経営に与える影響、当社グループを

取り巻く多くの関係者に対する影響等について、事前の十分な情報開示がなされることが必要であ

ると考えます。また、大規模買付者に対して質問や買収条件等の改善を要求し、あるいは株主の皆

様にメリットのある相当な代替案が提示される機会を確保するため、相応の検討時間・交渉機会等

も確保されている必要があると考えます。 

そこで、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上のため必要かつ相当な手段をとるこ

とができるよう、必要なルールおよび手続きを定めることとします。 
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(2) 基本方針の実現のための取り組みの概要 

〔当社株式の大規模な買付行為に関する適正ルール（買収防衛策）の導入〕 

当社は、平成20年６月27日開催の第114回定時株主総会において、特定株主グループの議決権割

合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の大規模な買付行為、または結果として特定株主

グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の大規模な買付行為（以下、｢大規模買付行

為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます｡）に関する適正ルール（以

下、｢本プラン」といいます｡）の導入を決議し、平成23年６月29日開催の第117回定時株主総会、

平成26年６月26日開催の第120回定時株主総会および平成29年６月27日開催の第123回定時株主総会

において、それぞれ株主の皆様に本プランの継続をご承認いただきました。 

① 本プランの概要 

本プランは、大規模買付者に対し、以下に定めるルール（以下、｢大規模買付ルール」といい

ます｡）の遵守、具体的には①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な情報

を提供し、②当社取締役会による一定の評価期間が経過し、③対抗措置の発動の可否等を問うた

めの株主の皆様のご意思を確認する総会（以下、「株主意思確認総会」といいます。）が招集さ

れた場合には、株主意思確認総会において対抗措置の発動等に関する決議がなされた後に大規模

買付行為を開始することを求めるもので、以下の手続きを定めております。 

ａ. 大規模買付者による当社への「意向表明書」の提出 

ｂ. 必要情報の提供 

ｃ. 検討期間（｢取締役会評価期間｣）の確保 

60営業日：対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合 

90営業日：その他の大規模買付行為の場合 

取締役会評価期間中、当社取締役会は、必要に応じてファイナンシャルアドバイザー、公認会

計士、弁護士等の社外の専門家の助言を受け、また独立委員会の意見を聴取しながら、提供され

た大規模買付情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、開示

します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為の条件改善について交渉し、

当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示することもあります。 

ｄ. 株主意思の確認の手続き 

独立委員会が対抗措置の発動について勧告を行い、発動の決議について株主の皆様の意思を確

認するための手続きを要請する場合には、当社取締役会は、当該勧告を最大限尊重したうえで、

相当と判断される場合には、対抗措置の発動の可否等に対する株主の皆様の意思を確認するため

に、株主意思確認総会の招集手続きまたは書面投票手続きを実施します。 
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② 大規模買付ルールが遵守されなかった場合の対抗措置 

大規模買付ルールが遵守されない場合には、当社取締役会は、当社および当社株主共同の利益

を守ることを目的として、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法律および当社定款が認

める対抗措置をとり、大規模買付行為の開始に対抗する場合があります。大規模買付ルールが遵

守されている場合には、当社取締役会は仮に当該大規模買付行為に反対であったとしても、原則

として具体的対抗措置を発動しません。 

③ 本プランの有効期限 

本プランの有効期限は、2020年６月開催予定の定時株主総会終了の時点まで（３年間) としま

す。また、本プランは、その有効期間中であっても当社取締役会または当社株主総会の決議によ

り廃止されるものとしています。 

 

(3) 上記取り組みに対する取締役会の判断およびその理由 

本プランは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、

現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、当社株主の皆様が代替案の

提示を受ける機会を保障することを目的としています。これにより、当社株主の皆様は、十分な情

報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断をすることが可能となり、その

ことが当社株主共同の利益の保護につながるものと考えます。従いまして、本プランを設定するこ

とは、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的と

するものでもありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 (注) 本事業報告中に記載の金額および株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

(平成30年３月31日現在 ) 
(単位：百万円) 

科       目 金   額  科       目 金   額 
 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

電 子 記 録 債 権 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 及 び 運 搬 具 

工 具 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

退 職 給 付 に 係 る 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
 

80,771 

23,165 

30,796 

1,959 

11,077 

2,777 

9,243 

826 

1,002 

△ 76 

43,850 

37,382 

4,267 

7,659 

174 

401 

23,972 

177 

729 

232 

232 

6,235 

3,328 

866 

5 

1,859 

217 

△ 42 

 
 

（負 債 の 部） 
流 動 負 債 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１ 年 以 内 償 還 社 債 

未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 
環 境 対 策 引 当 金 
解 体 撤 去 引 当 金 

そ の 他 
固 定 負 債 

社 債 

長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
再評価に係る繰延税金負債 

環 境 対 策 引 当 金 
解 体 撤 去 引 当 金 
退 職 給 付 に 係 る 負 債 

負 の の れ ん 
そ の 他 

 
 

35,922 

22,565 
8,010 

42 

1,412 
1,579 
631 

737 
17 
272 

653 
11,390 

195 

1,290 
3,046 
1,113 

504 
1,106 
2,433 

559 
1,141 

 負 債 合 計 47,313 

 
 

（純 資 産 の 部） 
株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

土 地 再 評 価 差 額 金 
退職給付に係る調整累計額 

 
 

73,035 

20,044 
7,826 
45,938 

△ 773 
4,273 
1,288 

3,134 
△ 149 

 純 資 産 合 計 77,309 

資 産 合 計 124,622  負 債 純 資 産 合 計 124,622 
 

 (注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 
 

(平成29年４月１日から 
平成30年３月31日まで ) 

(単位：百万円) 

科       目 金       額 

売 上 高  148,719 

売 上 原 価  130,912 

売 上 総 利 益  17,806 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  11,421 

営 業 利 益  6,384 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 34  

受 取 配 当 金 90  

負 の の れ ん 償 却 額 185  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 21  

不 動 産 賃 貸 料 51  

そ の 他 112 495 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 163  

賃 借 料 149  

そ の 他 236 550 

経 常 利 益  6,329 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 787  

固 定 資 産 売 却 益 6 794 

特 別 損 失   

解 体 撤 去 引 当 金 繰 入 額 750  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 83  

減 損 損 失 54  

固 定 資 産 除 却 損 51  

環 境 対 策 費 32 972 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  6,151 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 848  

法 人 税 等 調 整 額 △ 139 708 

当 期 純 利 益  5,443 

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  ― 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  5,443 
 

 (注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表 
 

(平成30年３月31日現在 ) 
(単位：百万円) 

科       目 金   額  科       目 金   額 
 

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

製 品 

半 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 及 び 運 搬 具 

工 具 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

前 払 年 金 費 用 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
 

54,705 

13,306 

329 

22,485 

3,516 

2,868 

2,784 

7,860 

515 

1,040 

△ 1 

38,413 

18,928 

1,728 

669 

6,251 

2 

214 

9,398 

103 

559 

129 

9 

119 

19,356 

1,831 

15,562 

699 

1,146 

117 

△ 0 

 
 

（負 債 の 部） 
流 動 負 債 

支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
関 係 会 社 短 期 借 入 金 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
賞 与 引 当 金 
環 境 対 策 引 当 金 
解 体 撤 去 引 当 金 
そ の 他 

固 定 負 債 
繰 延 税 金 負 債 
再評価に係る繰延税金負債 
退 職 給 付 引 当 金 
環 境 対 策 引 当 金 
解 体 撤 去 引 当 金 
資 産 除 去 債 務 
そ の 他 

 
 

29,590 
282 

14,797 
5,500 
4,300 
1,168 
1,398 
445 
367 
17 
272 

1,042 
5,483 
711 

1,113 
1,293 
428 

1,106 
441 
390 

 負 債 合 計 35,074 

 
 

（純 資 産 の 部） 
株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 
土 地 再 評 価 差 額 金 

 
 

53,806 
20,044 
16,977 
16,977 
17,386 
17,386 
17,386 
△ 601 
4,237 
1,102 
3,134 

 純 資 産 合 計 58,044 

資 産 合 計 93,119  負 債 純 資 産 合 計 93,119 
 

 (注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
 

(平成29年４月１日から 
平成30年３月31日まで ) 

(単位：百万円) 

科       目 金       額 

売 上 高  108,912 

売 上 原 価  98,879 

売 上 総 利 益  10,032 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  6,626 

営 業 利 益  3,406 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 3  

受 取 配 当 金 454  

そ の 他 123 581 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 125  

賃 借 料 149  

そ の 他 248 523 

経 常 利 益  3,464 

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 787  

固 定 資 産 売 却 益 5 793 

特 別 損 失   

解 体 撤 去 引 当 金 繰 入 額 750  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 83  

固 定 資 産 除 却 損 48  

環 境 対 策 費 32 914 

税 引 前 当 期 純 利 益  3,343 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △ 136  

法 人 税 等 調 整 額 △ 123 △ 260 

当 期 純 利 益  3,604 
 

 (注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 
独立監査人の監査報告書 

 
平成30年５月18日 

 

株式会社 中 山 製 鋼 所 
   取 締 役 会  御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 
 
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

 公認会計士  小 林 礼 治 ㊞  

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

 公認会計士  溝   静 太 ㊞  
 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社中山製鋼所の平成29年４月１日から平成30年３
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 
監査意見 
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社中山製鋼所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 
独立監査人の監査報告書 

 
平成30年５月18日 

 

株式会社 中 山 製 鋼 所 
   取 締 役 会  御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 
 
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

 公認会計士  小 林 礼 治 ㊞  

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

 公認会計士  溝   静 太 ㊞  
 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社中山製鋼所の平成29年４月１日から平成
30年３月31日までの第124期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属

明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。 
 
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属
明細書の表示を検討することが含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 
監査意見 
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 
以  上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

 
監 査 報 告 書 

 

当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第124期事業年度の取締役の職務の執行に

関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、監査役全員の一致した意見として本監査報告

書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、内部監査部門、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、以下の方法で監査を実施しました。 

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社・船町工場の業務及び財産の状

況並びに主要な事業所である東京支店の業務の状況を調査いたしました。また、子会社について

は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業

の報告を受けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし

て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び

当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ

の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし

ました。 

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みにつ

いては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。 

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等

に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ

ません。 

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第

118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なう

ものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。 

 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

   会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

平成30年５月24日 

 

株式会社 中山製鋼所 監査役会 
 

常 勤 監 査 役 守 屋 隆 男 ㊞  
社 外 監 査 役 福 西 惟 次 ㊞  
社 外 監 査 役 川野辺 弘 文 ㊞  

 
以 上 
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株主総会会場ご案内図 

 

〈会 場〉  株式会社 中山製鋼所 事務管理センター７階 大ホール 

    電 話 (06) 6555－3111（代表） 

〈交通手段〉 ●ＪＲ大阪環状線 大正駅 

 大阪シティバス乗換「西船町」行乗車、「東船町」下車（所要時間約20分） 

●大阪メトロ長堀鶴見緑地線 大正駅２番出口 

 大阪シティバス乗換「西船町」行乗車、「東船町」下車（所要時間約20分） 

●阪神なんば線 ドーム前駅２番出口 

 大阪シティバス乗換「西船町」行乗車、「東船町」下車（所要時間約25分） 

 

 

 

この冊子は環境に配 
慮した植物油インキを 
使用しています。 


